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54,168 53,800 53,046 52,004 50,459 50,048 45,938 43,621 42,635 41,575

233,479 231,679 230,351 228,603 226,662 226,925 220,132 211,257 196,909 184,721

113,692 115,296 116,079 116,651 117,327 119,792 123,754 126,545 132,135 134,189

401,339 400,775 399,476 397,258 394,448 396,765 389,824 381,423 371,679 360,485

0

100,000

200,000

300,000

400,000

500,000

2020年 2021年 2022年 2023年 2024年 2025年 2030年 2035年 2040年 2045年

年少人口（0～14歳） 生産年齢人口（15～64歳） 老年人口（65歳以上）

（人）

13.5 13.4 13.3 13.1 12.8 12.6 11.8 11.4 11.5 11.5

58.2 57.8 57.7 57.5 57.5 57.2 56.5 55.4 53.0 51.2

28.3 28.8 29.1 29.4 29.7 30.2 31.7 33.2 35.6 37.2

0.0

25.0

50.0

75.0

100.0

2020年 2021年 2022年 2023年 2024年 2025年 2030年 2035年 2040年 2045年

年少人口（0～14歳） 生産年齢人口（15～64歳） 老年人口（65歳以上）

（％）

１ 統計からみる宮崎市の現状 

（１）人口の推移と将来推計 

本市の総人口は減少傾向となっており、2022年に 40万人を下回りました。３区分別の人口

比率をみると、65 歳以上の老年人口の割合が増加していることがわかります。また、総人口

は今後も減少する見込みであり、65歳以上の老年人口は引き続き増加する見込みです。 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●地域別の高齢化率● 

地域 2020年 2025 年 地域 2020 年 2025年 地域 2020 年 2025 年 

中央東 24.5% 26.2% 大塚台 41.4% 42.9% 生 目 32.0% 33.8% 

中央西 23.5% 25.2% 生目台 31.2% 44.7% 北 34.3% 35.0% 

小 戸 27.5% 27.3% 小松台 36.8% 38.8% 佐土原 31.7% 32.6% 

大 宮 27.7% 29.7% 赤 江 27.7% 28.9% 田 野 32.2% 33.7% 

東大宮 27.5% 28.5% 本 郷 26.9% 29.2% 高 岡 37.4% 38.1% 

大 淀 25.6% 28.3% 木 花 28.6% 31.7% 清 武 23.7% 26.4% 

大 塚 27.3% 29.2% 青 島 40.0% 40.4%    

檍 24.4% 25.5% 住 吉 28.0% 29.3%    
  

●３区分別の人口推移と将来推計● 

資料：～2024 年：宮崎市「宮崎市の人口」（令和６年） 

2025 年～：国立社会保障・人口問題研究所 

●３区分別の人口比率● 

資料：～2024 年：宮崎市「宮崎市の人口」（令和６年） 

2025 年～：国立社会保障・人口問題研究所 

※四捨五入の関係で、割合の合計が 100％にならない場合があります。 

資料：住民基本台帳人口（各年 10 月１日）現在 
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401,339 400,775 399,476 397,258 394,448

184,237 185,812 187,295 187,863 188,647

2.18 2.16 2.13 2.11 2.09
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5.00

0

100,000

200,000

300,000

400,000

500,000

2020年 2021年 2022年 2023年 2024年

人口（人） 世帯数（世帯） １世帯当たり人員（人）

13,530 16,074 19,977 22,817
15,788 17,995 21,182 23,40519,629 21,410

22,992 23,647

0

25,000

50,000

75,000

2005年 2010年 2015年 2020年

高齢者単身世帯 高齢者夫婦世帯 高齢者同居世帯

（世帯） 

2,465 2,166 2,224 2,292 2,355

2,911 2,555 2,519 2,581 2,655

5,251 5,280 5,440 5,519 5,612

2,863 2,997 3,066 3,087 3,172

2,087 2,358 2,363 2,321 2,383
1,993 2,195 2,149 2,156 2,177
1,830 2,078 1,999 2,077 2,118
19,400 19,629 19,760 20,033 20,472

17.0 17.1 17.1 17.3 17.6 

0.0

2.0

4.0

6.0

8.0

10.0

12.0

14.0

16.0

18.0

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

2021年 2022年 2023年 2024年 2025年

要支援１ 要支援２ 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５ 認定率

（人） （％）

（２）世帯数の推移 

本市の世帯数は増加傾向にあり、2020年から 2024 年にかけて約 4,000世帯増加していま

す。人口が減少するなか、世帯数は増加しており、1 世帯当たりの人数が減少する「世帯の

縮小化」が進んでいます。 

 

  

 

 

 

 

 
 

（３）高齢者世帯・要介護認定者の推移 

高齢者世帯は増加傾向にあり、2005 年から 2020 年にかけて、高齢者単身世帯が約 9,000

世帯、高齢者夫婦世帯が約 8,000世帯増加しています。また、要介護認定者も増加傾向にあ

り、特に要介護１が増加しています。一方で、要介護認定率は概ね横ばいで推移しています。 

 

 

 

 

 

 

  

●世帯数と１世帯当たり人員の推移● （人/世帯） （人,世帯） 

資料：宮崎市「宮崎市の人口」（令和６年） 

●高齢者のいる世帯の推移● 

資料：介護保険課（毎年９月末現在） 

資料：国勢調査 

●要介護認定者数の推移● 
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18,598 18,159 17,131 16,670 16,403

3,699 3,797 3,882 3,913 3,956

4,605 4,956 5,280 5,617 5,946

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

2021年 2022年 2023年 2024年 2025年

身体障がい者手帳 療育手帳 精神障がい者保健福祉手帳

（人）

（４）障がい者手帳の交付状況 

身体障がい者手帳の所持者数は減少傾向となっています。一方で、療育手帳と精神障がい

者保健福祉手帳の所持者数は増加傾向にあります。 

 

 

 

  

  

  

 

 

 

（５）転入・転出の状況 

本市では 2019年から 2022 年にかけて、転入が転出を上回る「社会増」の状況となってい

ましたが、2023年以降は再び転出が増加し、「社会減」の状況となっています。 

 

 

  

●障がい者手帳の交付状況の推移● 

資料：宮崎市「みやざき市の福祉」（各年３月末現在） 

 

●転入数・転出数の推移● 

14,363

14,112

13,892 14,037
14,147

14,035

13,482 13,499 13,594

12,964
13,104

14,629

14,197

14,571

14,081
14,252

13,736

13,408

12,811

13,203

13,111

13,473

12,000

13,000

14,000

15,000

2014年 2015年 2016年 2017年 2018年 2019年 2020年 2021年 2022年 2023年 2024年

転入数 転出数

（人）

資料：宮崎市「宮崎市の人口」（令和６年） 
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第２章 地域福祉の現状と課題 

２ 第四次地域福祉計画及び各種調査結果からみる宮崎市の現状 

（１）調査概要 

本計画の策定にあたり、地域の実情を把握し、今後の本市における福祉のまちづくりの方

向性を明らかにするため、以下の調査を実施しました。 

 

① 第四次地域福祉計画の取組状況 

第四次地域福祉計画の実施状況について、2024 年度までの実施状況調査結果をもとに、

取りまとめを行いました。 

② 市民アンケート調査 

項目 内容 

調査対象者 18歳以上の市内在住者 3,000人 

調査方法 郵送による配布・回収または添付二次元コードによるＷＥＢ回答 

調査期間 2024年 11月 25日(月)～12月８日(日) 

回収率 46.2％ 

③ 関係者アンケート調査 

項目 内容 

調査対象者 
市内で活動している福祉関係団体等 2,000人 

（民生委員・児童委員、自治会長、介護・障がいサービス事業所等） 

調査方法 郵送による配布・回収または添付二次元コードによるＷＥＢ回答 

調査期間 2024年 12月 25日(水)～2025年１月 24日(金) 

回収率 62.9％ 

※各調査結果については、設問の設定や四捨五入の関係で割合の合計が 100％にならない場合があります。 
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（２）第四次地域福祉計画の基本目標ごとの状況 

基本目標１ ともに支え合う人・地域づくり 

基本目標１では、市民一人ひとりがともに支え合うための意識醸成や、地域の組織・団体

の活動活性化を目標に、福祉に関する意識啓発や地域の担い手育成、交流機会の創出、活動

支援などに取り組んでいます。 

取組状況 

●健康ふくしまつり、市政出前講座や交流センター等における講座の開催を通じて、市民一

人ひとりの福祉への関心を高め、支え合う意識を醸成する取組を進めています。幅広い世

代や、福祉への関心が薄い方に参加してもらえるよう取組を進めています。 

●認知症サポーター養成講座等の開催を通じて、地域における支え合いの担い手育成を進め

るとともに、ファミリー・サポート・センターの運営を通じて、地域活動や支え合い活動

に意欲のある市民の活動を支援しています。市民自らが関心のある活動を通じて福祉の担

い手となれるよう、多様な参画機会の創出に取り組んでいます。 

●地域の組織・団体の活動状況、活動事例などの情報をホームページ等を通じて発信してい

ます。より多くの市民に情報を届けられるよう、多様な媒体による発信や、わかりやすい

情報提供に努めています。 

●市内 25 箇所の「交流センター」を「交流、地域活動及び生涯学習の拠点」として、その

運営や整備に努めています。 

●「認知症カフェ」や「ふれあいサロン」等の立ち上げ・運営支援を通じて、高齢者や子育て

世代、障がいのある人等、地域で暮らす多様な人の居場所づくりを進めています。また、自

治会や地区社会福祉協議会等に対して補助金を交付し、その活動を支援しています。多様

な活動の展開に向けた運営団体同士のさらなるネットワーク化の取組を進めています。 
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26.3 35.7 35.8 2.2 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

今回調査

（n=1,385）

現在参加している 過去に参加したことがある

参加したことがない 不明・無回答

5.8 19.2 49.5 21.4 4.1 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

今回調査

（n=1,385）

かなり入手できている 入手できている あまり入手できていない

わからない 不明・無回答

市民アンケート結果 

Ｑ：あなたは、地域の活動や行事に参加していますか。 

 

 

 

 

 

 

 

●「参加したことがない」が３割台となっていますが、若い世代では参加経験は少なく

なっており、20代では約６割、30代では約７割が参加経験がないと回答しています。 

 

Ｑ：あなたは、福祉サービスに関する情報をどの程度入手できていますか。 

 

 

 

 

 

 

 

●約半数が「あまり入手できていない」状況となっています。また、福祉サービスに関

する情報を得る手段についても、若い世代では「インターネット・ＳＮＳ」、高齢世代

では「市広報みやざき」が多くなっており、世代によって異なる傾向がみられます。 
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関係者アンケート結果 

Ｑ：以下のような方のうち、課題を抱えていたり、普段の生活が気にかかる住民はいますか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●特に高齢者のみの世帯や一人暮らし世帯、障がいのある人については、課題を抱えてい

たり、普段の生活が気にかかる住民が「いる」と答えた割合が高くなっています。また、

「いない」と答えた割合が高いひきこもりや家族のケアをしている人については、活動

の中では把握が難しく、課題を抱えながらも気づかれないケースも考えられます。 

 

Ｑ：活動を行うにあたって課題となっていることは何ですか。 

 

 

 

 

 

  

12.2 

37.2 

25.0 

51.7 

32.0 

44.9 

51.8 

65.7 

78.4 

46.3 

59.9 

27.6 

47.2 

32.9 

24.3 

11.8 

9.4 

16.5 

15.0 

20.7 

20.8 

22.2 

23.8 

22.4 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①高齢者のみの世帯や

一人暮らし世帯

②認知症の人

③障がいのある人

④閉じこもりやひきこもりの人

⑤ひとり親世帯

⑥生活困窮世帯

⑦家族のケアをしている人

⑧外国籍の人

今回調査（n=1,258）

いない いる 不明・無回答

活動の中心となるリーダー
や後継者が育たない 

59.8% 

活動・事業の内容を 

情報発信する機会が少ない、 

活動が知られていない 

※９項目のうち、回答数の多かった上位３項目 

61.8% 25.0% 
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14.7 

24.2 

24.1 

11.2 

27.2 

36.3 

37.3 

17.8 

8.0 

13.4 

46.8 

36.1 

55.4 

78.1 

57.2 

2.1 

2.4 

2.7 

2.6 

2.2 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①運営に参加・協力する人数（メンバー、ボラン

ティア、支援の登録者、職員含む）

②活動・取り組みの対象となる人の数（対象者）/

利用する・参加する人数（利用者・参加者）

③活動の頻度

④活動範囲・エリア

⑤活動内容

今回調査（n=1,258）

増えた 減った 変わらない 不明・無回答

Ｑ：活動状況について、概ね５年前と比べて変化はありましたか。 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

●地域で活動するうえで、参加者や、リーダーといった運営する側の担い手が不足して

いることがわかります。５年前と比較しても、活動の頻度や内容は「増えた」と答え

た割合が多くなっている一方、運営する側の人数や、活動や取組を利用・参加する人

数は「減った」と答えた割合が多くなっています。 

 

今後の課題 

●地域活動への参加状況は低調であり、今後つながりや支え合いの意識がさらに低下するこ

とが懸念されます。特に、参加経験が少ない若い世代対して、福祉や地域活動への関心を

高め、参加を促していくことが、地域におけるつながり強化や活動の担い手育成に向けて

重要です。また、活動の情報の提供不足が地域活動への参加に至らない要因として挙げら

れていることから、今後も幅広い世代へ周知を進めていく必要があります。 

●活動における負担が、新たな参加を阻害し、これまでの参加者が活動を諦める要因ともな

ります。活動のノウハウを継承するとともに、時代の変化に応じた運営方法を運営者と参

加者がともに考え、負担のない活動の実践につなげていく必要があります。 

●地域活動への参加や、気軽に訪れることのできる居場所は、地域のつながりをつくり、課

題を抱えた際の身近な相談相手や機会、福祉に関する情報を共有する場となります。市全

域での福祉施策の推進に加え、各地域の特色や住民の意欲、ニーズに応じた、地域ならで

はのつながりや支え合いの体制づくりが求められます。 
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基本目標２ 安心して暮らせるまちづくり 

基本目標２では、誰もが安心して暮らせるまちの実現を目標に、高齢者福祉・障がい福祉・

子育て・児童福祉等の福祉の個別計画に基づく施策を展開するとともに、健康や地域防災等

の関連計画に基づく施策を展開しています。 

取組状況 

●子育て・児童福祉分野においては、安定した子育て支援サービスの提供だけでなく、ひと

り親家庭や障がい児福祉、子どもの貧困対策など、子どもとその保護者の健やかな育ちに

向けた支援を幅広く実施しています。宮崎市こども計画(第三期宮崎市子ども・子育て支

援事業計画)のもと、子ども・若者支援の取組を進めています。 

●障がい福祉分野においては、一人ひとりの意向や状況に応じた障がい福祉サービスを提供

しています。障がいの有無にかかわらず、誰もが本人の希望に沿った暮らしや社会参画が

できるよう、本人への支援だけでなく、広く市民に対し障がいに関する理解を深める取組

を進めています。 

●高齢者福祉分野においては、住み慣れた地域で安心して暮らせるよう、支援体制の構築に

取り組んでいます。介護予防やフレイル予防を推進し、地域包括ケアシステムを基軸とし

た支援ネットワークの構築を進めています。 

●一人ひとりの健康的な生活の実現に向けて、各種健(検)診の実施や健康意識の啓発を進めて

います。また、悩みや不安を抱え込むことのないよう、自殺対策にも取り組んでいます。 

●地域での防災・減災に向けて、日頃の見守り活動を通じて、避難時に支援が必要な人の把

握に取り組んでいます。地域内での避難訓練などを通じて、一人ひとりの防災意識の向上

と日頃からのつながりづくりを進めています。 

●様々な課題や悩みごとを抱える市民に対し、一人ひとりの状況に応じた相談支援や情報発

信を行っています。誰もが適切な支援につながるよう、支援体制の充実や様々な方法によ

る情報発信を進めています。  
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市民アンケート結果 

Ｑ：宮崎市における福祉のまちづくりにどの程度満足していますか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｑ：「自分は孤独である」「自分は孤立している」と感じることはありますか。 

 

 

 

 

 

 

●約２割の方が、孤独・孤立を感じることがあると答えています。世帯別にみると、「単

身（一人暮らし）」や「二世代世帯（ひとり親と子）」では３割以上となっており、他の

世帯と比べ孤独・孤立を感じる割合が高い傾向がみられました。 

  

4.0 19.1 74.7 2.2 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

今回調査

（n=1,385）

よく感じている たまに感じる 感じない 不明・無回答

 

高齢者や認知症の方が 

安心して暮らしている 

36.5% 

子どもとその保護者が 

地域で支えられて 

暮らしている

様々な課題を同時に抱える 

世帯への支援が 

充実している 

30.9% 

家族などを 

介護している人への支援が 

充実している 

●

※「満足」「やや満足」の合計 

49.8% 

31.3% 

37.0% 
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関係者アンケート結果 

Ｑ：宮崎市における福祉のまちづくりについて、今後特に重要だと思う項目は何ですか。 

 

 

 

 

 

●近年増加している災害への対応を重要視する回答者が最も多く、福祉人材や地域の担

い手の確保、高齢者福祉の充実が求められています。 

 

 

今後の課題 

●福祉分野の個別計画や各種計画に基づき、各分野で支援が適切に提供されるよう体制整備

に努めていますが、福祉のまちづくりに対する市民の満足度は必ずしも十分とは言えない

状況です。福祉サービスのニーズは今後も増加すると考えられ、安定したサービス提供体

制の確保に向け、介護や福祉の人材の確保の取組が必要です。 

●誰もが日常生活の中で孤独・孤立を感じる可能性があります。つながりの希薄化により、

支援を必要とする人が、適切なサービスや支援につながりにくくなることも懸念されます。

本人が必要としたときに、個別分野における各種支援やサービスが適切に利用できるよう、

情報発信を進めていきます。また、自らつながりを持とうという意識醸成も重要であり、

啓発を進めていく必要があります。 

●福祉のまちづくりにおいても、「災害時の支え合い」が重要視されています。行政や消防

等の関係機関による支援と、支援者間の適切な役割分担のもとで、地域の中で気にかけ合

い、支え合うことで、災害が発生した際にも安全に避難ができる体制を構築する必要があ

ります。 

●制度の狭間や複合的な課題を抱える世帯など、これまでの縦割りの支援だけでは対応でき

ない事例に対し、連携した対応ができるよう、分野横断的な取組を進めることが必要です。 

災害時に地域の中で 

25.8% 

福祉に関する人材や地域を 

19.5% 

高齢者や認知症の方が 

安心して暮らしている 

18.9% 
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第２章 地域福祉の現状と課題 

11.2 83.7 5.1 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

今回調査

（n=1,385）

ある ない 不明・無回答

基本目標３ 福祉の困り事を解決するしくみづくり 

基本目標３では、誰もが悩みや困り事を抱えたときに、地域における日頃のつながりの中

から適切な支援へとつながることを目標に、分野を超えた支援ネットワークの構築や、日常

生活を支える住民主体のサービス体制づくりに取り組んでいます。 

取組状況 

●相談支援を行う関係機関や庁内各課の連携を強化し、包括的な相談支援を展開する体制づ

くりに取り組んでいます。横断的な連携体制を構築するため、役割分担や情報共有の仕組

みづくりを進めています。 

●施策や事業の評価を定期的に行い、サービスや取組内容の見直し・改善を進めることで、

地域のニーズに合わせた支援が行えるよう努めています。把握したニーズを関連部署、関

係機関と共有し、連携した支え合い、助け合いの取組を進めています。 

●地域の組織・団体等がそれぞれの特性を活かして、福祉を含む様々な地域活動に取り組む

ことができるよう、地域コミュニティ活動交付金のあり方を検討しています。地域主体の

活動を後押しする柔軟な支援の仕組みづくりについても、検討を続けています。 

市民アンケート結果 

Ｑ：行政の相談窓口や周囲など、どこに相談してよいかわからず、困った経験はありますか。 

 

 

 

 

 

 

 

●回答者の約１割が困った経験が「ある」と答えています。また、年代別では 30～50代、

家族構成別では「ひとり親世帯」において、「ある」と答えた割合が多い傾向がみられ

ました。 
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39.7 49.0 11.3 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

今回調査

（n=1,258）

ある ない 不明・無回答

Ｑ：毎日の暮らしの中で困っていることや、不安に思っていることはありますか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

●毎日の暮らしの中の困り事では、健康に関する不安に続いて、近年激甚化している災

害に関する不安が多く挙げられました。 

●世代別にみると、若い世代で「経済的なこと」「子育てや教育に関すること」に対する

不安が、家族構成別では「ひとり親世帯」で「経済的なこと」に対する不安が他の世

代や家族構成と比較して多い傾向がみられました。 

 

関係者アンケート結果 

Ｑ：あなた（貴団体）の活動の中で、既存の公的な支援や福祉サービスでは解決が難しい
と感じた事例はありますか。 

 

 

 

 

 

 

 

●回答者の約４割が難しい事例が「ある」と答えています。一人ひとりが抱える課題が

複雑化・複合化するなか、関係団体・機関の連携による支援や、地域住民が主体的に

課題解決に取り組める環境づくりが必要です。 

  

自分や家族の健康のこと 災害に関すること 
自分、家族が 

亡くなったときのこと 

33.1% 36.5% 37.0% 
※９項目のうち、回答数の多かった上位３項目 
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第２章 地域福祉の現状と課題 

Ｑ：市民とつながりを持ったり、関係団体、専門機関、行政と連携したりすることで、実
現したいことや今後やってみたいことはありますか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●団体間の連携においては、対応力の強化に向けた意向に関する項目が特に多くなって

います。 

 

今後の課題 

●アンケート調査からは、年代や家族構成によって抱えている悩みや考えが異なる傾向がう

かがえます。市民が抱える課題が複雑化・複合化し、地域の関係性が希薄化するなか、日

頃の関係や見守りの中で異変に気づき、身近な相談相手から地域・団体や関係機関、行政

等、適切な支援へとつながる重層的な支援体制づくりが必要です。 

●近年激甚化する災害に多くの人が不安を感じていることがわかります。福祉分野において

は、避難に支援を必要とする人への対応や地域の担い手の確保、支援者間の適切な役割分

担による被害の未然防止や避難対応について検討していく必要があります。 

●介護分野においてはヤングケアラーや働きながら家族の介護を行うビジネスケアラー、子

育て分野においてはひとり親や共働き世帯等、これまで以上に介護や育児によって自身の

生活や選択が狭められてしまうケースが増加することも考えられることから、適切なサー

ビス利用に向けた支援や、公的サービスを補完する住民主体のサービスの検討が必要です。

また、課題に対し伴走的な支援を必要とするケースもあることから、抱える課題の負担感

を減らし、地域での生活を続けられるよう、継続的な支援の仕組みづくりが必要です。 

59.3 

53.7 

21.0 

27.7 

17.3 

27.4 

4.5 

8.7 

0% 20% 40% 60%

支援を必要とする人について相互に情報提供・把握を

することで、きめ細かな支援を届けられるようにしたい

自身の団体だけでは解決できない課題を、

連携・役割分担しながら一緒に解決できるようにしたい

自身の団体で解決できない課題を、他団体等にお願いしたい

他団体等と協力して市民が気軽に参加できる機会や

イベントを設けたい

他団体等へ情報発信を行い、活動を知ってもらうことで、

取組やイベントのメンバーや参加者を募りたい

ほかの団体のノウハウを共有してもらうことで、

自身の団体の活動内容を充実させていきたい

その他

不明・無回答

今回調査（n=1,258）
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３ 今後の視点と取組の方向性 

第四次地域福祉計画の取組状況やアンケート調査、本市の状況を踏まえ、今後の福祉のま

ちづくりに必要なことをまとめるとともに、福祉のまちづくりにおける視点を市民、地域、

関係機関、行政の４分野で定めました。 

 

第四次地域福祉計画の進捗や市民の意識を踏まえた本市の今後の取組に必要なこと 

❶地域福祉を支える担い手の減少への対応 ❷支え合う意識の希薄化への対応 

❸つながりの希薄化への対応 ❹避難行動要支援者の把握及び支援 

❺複雑化・複合化する課題や制度の狭間の問題を持つ個人や家族への対応 

 

 

市民一人ひとりに向け

た取組の視点 

●一人ひとりが支え合いの心を持つ 

●無理のない範囲、できる範囲でつながりを持つ 

●興味・関心のある活動に積極的に参加する 

地域のつながりや活動

を維持・充実させるた

めの取組の視点 

●集いの場や地域活動への参加など、つながる機会が身近にあ

り、誰もが地域に居場所がある 

●地域における多様な主体が連携・交流し、活発で多様な活動が

展開されている 

関係機関が柔軟に支援

を展開していくための

取組の視点 

●相談支援体制が充実し、困り事が生じた際に気軽に相談がで

き、速やかに支援につなげられる 

●一人ひとりの状況に応じて複数の機関が柔軟に連携しながら

支援を行っている 

行政が支援体制を強化

していくための取組の

視点 

●一人ひとりの状況に応じた支援に向け、地域の組織・団体、関

係機関や行政による重層的なつながりの形成に取り組んでいる 

●庁内の関係課や関係機関が連携し、分野を超えて取組を進めて

いる 

●災害時に支援が必要な人の把握と、地域や関係機関等の支援者

との役割分担により、安全で迅速な対応ができる 

  

市民・地域・関係機関・行政が取り組むうえで重要となる視点 
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第２章 地域福祉の現状と課題 

これらの視点を踏まえ、本計画における取組の方向性を以下のように定め、福祉のまちづ

くりを推進し、地域共生社会の実現を目指していきます。 

●福祉教育の推進や支え合い意識の向上などを通じ、一人ひとりが地域で互い

を認め合い、共生の意識を持つための施策 

●参加者や運営者等、一人ひとりがそれぞれの形で地域活動に参加し、地域に居

場所をつくることを通じてつながりを持ち、孤独・孤立を防ぐための施策 

●地域における様々な主体の連携・交流を通じて、地域活動の参加促進や地域の

担い手の確保など多様な活動展開を推進し、地域の実情に応じた主体的な課

題解決に取り組める地域づくり 

●福祉サービスの安定した提供や地域の見守り体制の充実など、日々の暮らし

に関する支援に加え、災害への備えや災害発生時の対応、虐待や人権侵害への

対応など、いつ、どんなときでも安全と権利が守られる体制づくり 

●様々な事情を抱える世帯の課題に対して、本人を中心に包括的な支援を継続

的に行うための、地域の組織・団体、関係機関、行政が連携した相談支援の仕

組みづくり 

 

 

第
五
次
地
域
福
祉
計
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の
取
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の
方
向
性 
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